
その他の介護予防に関する課題  
平成20年度 老人保健健康増進等事業 地域包括ケア研究会報告書（平成21年5月22日とりまとめ）  

予防サービスについての議論（課題抽出）  

・介護予防を介護保険の1事業ではなく、健康寿命を延ばすという観  

点から、健康づくり・社会参加・地域づくりとの関連付け   

・また、65歳から74歳までの高齢者における生活習慣病予防につい  

て、介護予防と特定保健指導の包括的な取組   

・「認知症」rうつ」対策の重要性。地域包括支援センターを核とし、地  

域住民の参画等による取組の推進   

・介護予防は軽度者だけでなく、重度者にも有効であるとの視点から、  

すべての要支援者・要介護者に対しても、予防サービスの積極的な  

提供   

・これまで特定高齢者施策に偏り、一般高齢者施策が不十分。一般高  

齢者施策を入り口として活用する休制整備を含め、地域の実情に照  
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介護予防事業の見直し（検討中の案）  

対 応 方 針  

○ハイリスク者の把握が不十分  

○健診による把握に要する   

費用負担大  

○健診に代えて高齢者ニーズ調査を実施して「認知、うつ、  
閉じこもり等」の真のハイリスク者も一体的・確実に把握。  

○予防ケアプラン（特定高齢者）について、作成業務の簡  
素化（特に支援が必要な場合にのみ作成など）を図る。   

○なお、予防ケアプラン（要支援者）についても、委託可能  

件数の拡大、要介護・要支援の様式統一などを図る。   

（※現行は、地域包括支援センターが実施）  

○ケアプランに係る業務負担が   

大きい   

○ケアマネ支援の本来業務が   

不十分  

○特定高齢者の名称を変更。   

○転倒防止、腰痛、膝痛など高齢者のニーズの高いプログ  

ラムを実施。・・   

○〔般高齢者施策を充実させ、元気な段階、第2号被保  

険者の事業参加の促進により、馴染みのある事業展開。  
（例：介護ボランティアによる介護ポイント制）  

○魅力あるプログラムの不足   

○特定高齢者施策への参加率  
が低い  
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地域包括ケアシステム  

【地域包括ケアの四つの視点による取組み】  
地域包括ケアを実現するためには、次の4つの視点で馳三色法戯（利用者のニーズに応じた①～④の適切な組み合わせとよるサービス綬供）・  
組組（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ自ないサービス提供）⊆巨蛙と坐必屋L   

（か医盛上型連携強化  
24時間対応の在宅医療、訪問看護やリハピノテ【ションの充実強化。  

②企孟＿竺二ビスの充実盗盤  

特養などの介護拠点の緊急整備（平成21年度補正予算■3年間で16万人分確保）  
24時間対応の在宅サ叫ヒスの強化  
③見王』塵食、買い物など、多卿  
′人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配合などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービス）  

サービスを推進e  
④高腰匙立2三も王蜘組邑重畳ユ  
高齢者専用賃貸住宅と生活支援拠点の一体的竪備  

卜持ち家の／＼リアフリー化の推進  

平成22年度診療報酬改定の概要  

社会保障審議会の「基本方針」  

1重点課題  
・塵急」藍料、小児、＿生剋漫重量塵現象建  
・病院勤務医の負担軽減   

2 4つの視点  
充実が求められる領域の評価 など   

3．後期高齢者という年齢に着目した診療報   

酬体系の廃止  

全体改定率   ＋0．19％（約700億円）  

＝⇒  廷幽星型塞  
診療報酬（本体）＋1▼   

医科 ＋1，74％  
（約4′800信円）  

賢 

％（約㍉700債円）  

院 ＋3．03％   
（約4′400億円）  

来 ＋0＿31％  
（約400債円）   

急毘期入院医捏脚000億円を竪金   

歯科 ＋2．09％（約600億円）   

調剤 ＋0．52％（約30嶋円）  

薬価等  ▲1．36％（約S即0億円）  

ー⊂コ7  重点課題への対応  
救命救急センター、二次救急医療機関の評価  

ハイリスク妊産婦管理の充実、ハイリスク新生児に対する集中治療の評価  

手術料の引き上げ、小児に対する手術評価の引き上げ  

医師事務作業補助体制加算の評価の充実、多職種からなるチーム医療の評価  
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地域連携診療  
計画の中で評  
価する範囲  
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ス等を見越した取り組みの評価  急性期病院における退院後の介護サービ   

取り組みの一例  

総合評価加算   
し旧籠銅品齢遇お合評価如才）  

・対象年齢を介護保険サービス  
の対象亀齢に拡大  
総合的な稔籠辞領と、それを払   
まえた介護サービスの情報提   
供を評倭   

高齢者の特性に応じた入院早期の総合的評価  

以前から担当していたケアマネジャー又は患者が選択した  
ケアマネジャーに来院要請  

′一－－－－－－一－－－－－－－－－－一一－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一■－－－一一‾‾－■－■▼▼   

当該ケ7マネジャーから  
・地域の介護サービス事業所に係る惰溺  
▲ 従来から患者が利用していたサービス等に係る情報  
の提供を受けた上で、退院後に必要な具体的サービス内容等について共  
同して指導。（必要に応じ、要介護度の新規・更新認定の申請も並行して進  
♂）る）  

、－－‾－－‾‾‾‾－‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ ▼…－‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

要介護認定結集の通知（区分変更等が必要な場合）  

連携指導料  
地域のケ7マネジャ丁  
との運携を評憧  

退院時共同指周潮  

音宅に入院中の医療機闇  
の医師と訪問診環等を行う  
医師が遅摸することを評価  退院後の介護サービス等との連  

携  
退院・転院時に入院元医療取手垂とケア  
マネジャーが共固し．退院後に必要な  

介詫サービス等を確認   
l   

合間カンファレンスによる  
在宅復帰  

退院・転院時に入院元医師又は看  
護隠邑．受入先医師又は苓護師及  
び居宅ケアマネジャー等が合同カ  

ンファレンスを笑施  

在宅医療t介護  
漣が一堂に  
場合に加丈  

1  1  

ケアマネジャーが退院時貞で最も適切なケアプランを立案  

急性期病棟等  
退院調整加算  
い自性職京終看  
過屍調健脚升）  

対象年給香介譲優険  
サービスの対象車厳に  
拡大  う退院  

憾やか／ニガ厨サービスの劇眉要鰍  

の役割■機能  括支援センター  地域包   

の  連携等）  （医療と  

【地域包括支援センター（コーディネートの主体）の役割の拡張と明確化】  

○ 地域部吉ケアを提供するには、辿塊珪出立窒   
塾鮎二⊇二三上玉二日遡適量となる0また、三組∠三堤」   
叫一小・．王∴・●†‥ノ・－－∴一一∴・・＼fJ●・、・  

○ 地域部吉支援センターと各分野との関係においては、①介護予防（予防支援計画及び事   
業所の個別の支援計画の関係）、②認知症ケア、③リハビリテーションのそれぞれの分野   
における地域包括支援センターのコーディネート機能の在り方についても検討する必要が   

あるのではないか。  

（平成20年度 地域ケア研究芸報告書）  

【地域包括支援センターの機能】  

○ 個別ケースを支援する包括的・継続的ケアマネジメント等を効果的に実施するために、   
医療や介護等の峯出藍感度との指摘も  

（平成21年度 地域ケア研究会報告書）  ある。  
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地域包括支援センターをめぐる課題と研修事業の方向性（案）  

（問題認識）  

1．市町村が責任主体として、どのような地域包括ケアシステムの構   

築を目指すのか、ビジョンの構築が求められるのではないか。  

また、委託の場合、事業への関与が薄くなっているのではないか。  

2．地域の課題を発見していく仕組みと方策、またその課題を解決し   

ていく仕組みと方策が確立出来七いないのではないか。  

3．三職種がそれぞれの専門性に頼り、組織としてまとまった力が発   

揮されていないのではないか。  

《研修のポイント》   

1．地域包括ケアの責任主体である市町村が、地域づくりのビ  

ジョンをどう描いていくかといった視点からの研修が必要で  

はないかょ  

2．地域包括支援センターの業務の流れ（予算等の年間事業計   

画から地域ケア会議等の個別業務までの幅広いもの）が機能   

的で組織的であれば、人事異動があっても機能していくので   

はないか。  

3．センター長等研修を主眼に置くのであれば、様々な業務を   

円滑に進めるマネジメントカ（組織、地域、政策等）の習得   

を目的とした研修を行ってはどうか。   




